
学生支援ポリシー（スチューデントサポートポリシー） 

  

 学生総合支援統括委員会 

 

  趣  旨  

神奈川工科大学は、「建学の理念」、「学則」、「教育目的と教育目標」、「教育の方針」および、アドミッションポリシー、カ

リキュラムポリシー、ディプロマポリシーに基づき、多様な価値観をもった学生が、明るく充実した学生生活を送れる環境

を提供し、その中で、学生一人ひとりの可能性を見出し、良い素養を伸ばすことができる「力と自信がつく教育」を実践す

ることで、学生自身が成長し将来の進路決定のための支援を徹底して行うために、学生支援ポリシーを定め実践すること

とする。 

 

 基本方針 

 学生にとって質の高い生活空間（キャンパスおよび課外活動に関連する諸施設等）を整備しつつ、「学修支援」、「学生

生活支援」、「キャリア支援」、「経済的支援」の 4 つの支援を柱とし、個々の支援から包括的な学生支援を実現する体制

を整備する。これを背景として、学生一人ひとりが円滑に学修を継続できるよう支援を進めるとともに、それらの支援活動

をもとに学生の大学への帰属意識も高める狙いもある。また、各種支援について情報交換や情報共有を行い、入学から

卒業まで連携した総合的な学生支援体制を構築し展開することとする。 

 

 学修支援  

＜目的＞ 

近年の学生の多様化を背景とし、学修支援に関して、すべての学生に等しく教育機会を提供することを目的とし、学生

一人ひとりが学修を継続的に円滑に進めていくことができ、本学の教育方針に沿ったディプロマポリシーを学修成果とし

て達成できるよう修学支援するための取り組みを実施することを目的とする。 

＜方針＞ 

学修支援に関しては、次の事項を方針として支援を進める。 

   a)修学に関して、学生が必要とする学修支援を教学組織と各部局が連携し、教員と職員が一体となって               

実施する。 

b)学生が自ら意欲的に学修を進めることができるよう教育設備環境の整備に努める。 

c)成績不振者、留年者、休・退学者について、その状況把握と分析を行い、関係する各組織が連携して適切な対応

を行う。 

d)各種資格講座や留学、プロジェクト教育プログラム等、学生の積極的な学びを後押しする。 

 e)公務員および教員志望者については、低学年からの学修支援を実施する。 

f)障害のある学生に対して支援体制を整備し、それぞれの学生に配慮した学修環境を提供する。 

g)図書館や基礎教育支援センターを自発的な学習の「場」として位置づけ、情報リテラシー能力の向上を推進すると

ともに、ICT 環境を整え、活用できる学びの場を提供する。 

 

  学生生活支援  

＜目的＞ 

学生生活支援は、学生の人権尊重を基本とし、学生一人ひとりが心身ともに健康で、かつ安全で安心した学生生活を

送るために必要な環境を整備し、豊かな人間性を育成し、主体的に活動できるよう学生生活支援  

の取り組みを実施することを目的とする。 

＜方針＞ 

学生生活支援に関しては、次の事項を方針として支援を進める。 

a)安心・安全な学生生活を実現するための支援を実施する。 

b)学生が抱える様々な問題に対して安心して学生生活が継続できるような支援を実施する。 

 c)課外活動を促進するための支援を実施する。 

d)社会人としての自立に向けた支援を実施する。  

e)留学生に対する総合的な支援を実施する。 

 

 



 

  キャリア支援  

＜目的＞ 

キャリア支援は、進路および職業選択に際し、主体的にキャリアの意思決定に取り組めるよう、親身な相談対応と的確

な情報提供を行うことを目的とする。 

＜方針＞ 

キャリア支援に関しては、次の事項を方針として支援を進める。 

a)就職活動におけるプロセスをサポートし、企業情報や採用動向などを収集して情報提供を行う。 

b)青年期における発達課題に寄り添う親身な相談対応と、多様化する学生へのより個別化した相談体制を展開

する。 

c)就職試験に対する実践的な支援を行う。 

d)外国人留学生の日本企業への就職実績を高める。 

e)公務員および教員志望者については、低学年からの意向把握に基づいた就職支援を展開する。  

f)大学院生の高度な専門的知識と研究能力が発揮できる就職支援を展開する。 

 

  経済的支援  

＜目的＞ 

学生の経済的な不安を解消するべく、各種奨学金制度、修学支援新制度等を整備し、学生が安心して学業と学生生活

に専念できるよう経済的な支援の取り組みを実施することを目的とする。 

＜方針＞ 

経済的支援に関しては、次の事項を方針として支援を進める。 

a)学生の経済的な状況に対応した相談・助言・指導を行い、さらに「消費者教育」との連携により体制を強化する。 

b)各種奨学金制度の充実およびその周知を強化し、学生が適切な理解のもとに奨学金の給付・貸与が受けられ

る支援体制を整備する。 

c)ティーチングアシスタント制度に加え、自らの成長と経済的支援に繋がるスチューデント・ジョブ制度により、大学

院進学の機会を創出する一助とする。 

d)アルバイトの紹介等の実施を充実させ、アルバイト紹介情報ネットワークの運用や地域企業などからの求人紹介

に関する運用を充実させる。 


